
 

33 

 

 

 

 

 

第第３３章章  

  計計画画のの目目標標とと基基本本方方針針  
 

 

 

地域公共交通計画の達成すべき目標 

基本方向 

施策の方向性と役割分担 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

３ 
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第３章 計画の目標と基本方針 

 

地地域域公公共共交交通通計計画画のの達達成成すすべべきき目目標標  

公共交通により市民の移動手段を確保することは、交通弱者への移動手段の提供だけでなく、に

ぎわい創出や都市の魅力向上、健康的な暮らしの提供（医療費の抑制）、地域の交流・社会参画機

会の創出、災害時等における都市のレジリエンス（災害等の将来のショックやストレスに備える能

力）の強化、脱炭素社会（ゼロカーボンシティ）の実現など、様々な分野において効果を発揮し、

市民生活の質を高め、経済成長や環境負荷軽減による都市の持続可能性を高めます。 

将来にわたって持続的な都市の発展・成長や暮らしやすい市民生活を維持していくためには、現

在の公共交通の負のスパイラルを断ち切り、公共交通が中心となったコンパクトでネットワーク化

されたまちづくりを進める必要があります。 

そのためには、徹底した利用者目線で、路線・事業者・分野・システム等の垣根を超えた利便増

進策の実施により「市民が継続的に利用したくなる公共交通」を実現し、抑圧された潜在需要を掘

り起こすとともに、車両や運転手等の供給力の強化により「安定的な公共交通サービスの提供」を

行う必要があります。 

このことから、本計画では、「市民が継続して利用したくなる利便性の高い公共交通サービスを

安定的に提供する」ことを達成すべき目標とします。 

 

 

 

 

 

 

基基本本方方向向  

目標達成に向けては、自動車利用から公共交通利用への積極的な転換を図り、公共交通の利用を

促進するとともに、都市全体で公共交通サービスを継続的に提供することが可能となる経営状態を

維持する必要があります。 

また、交通事業者や行政だけでなく、市民や企業等を含む様々なステークホルダーが、利用者と

しての立場に加え、公共交通の存在意義や直面する課題等について考え、自ら支え育むことができ

る環境づくりに取り組む必要があります。 

このことから、目標達成に向けては、「①誰もが利用しやすい公共交通サービスの提供」「②公共

交通の経営の健全化・安定化」「③みんなで支え育む公共交通の実現」の３つを基本方向とします。 

 

 

 

 

 

 

２ 

１ 

誰もが利用しやすい
公共交通サービスの提供

公共交通の経営の
健全化・安定化

目標達成に向けた基本方向

１ ２
みんなで支え育む
公共交通の実現

３

市民が継続的に利用したくなる
利便性の高い公共交通サービスを

安定的に提供する

達成すべき目標
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図 3-1 計画の目標と基本方向 

公共交通不便地域の拡大
（周辺部）

利用者の減少

収益の低下

運転手不足（低い賃金）、
利便性向上の投資ができない

周辺部から廃止・減便

事業者間の過当競争

①人口・土地利用

周辺部の人口減少 土地利用の低密度化

②生活習慣

過度に自動車の利用に依存した暮らし

③利用環境

使いにくい

便数が少ない定時性・速達性が低い

運賃が高い

わかりにくい

＜現状と課題 （負のスパイラル）＞

このままでは、人口減少・高齢化の進行により、
市民の移動手段を確保することが困難となる

負
の
ス
パ
イ
ラ
ル

交通弱者への
移動手段
の提供

にぎわい創出
や都市の魅力

の向上

健康的な
暮らしの提供

(医療費の抑制)

地域の交流・
社会参画機会

の創出

廃止・減便リスク上昇
サービス水準の

地域バランスの悪化

④現行制度(規制緩和)における事業者間競争

市民が継続的に利用したくなる
利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供する

達成すべき目標

誰もが利用しやすい
公共交通サービスの提供

公共交通の経営の
健全化・安定化

目標達成に向けた基本方向

１ ２
みんなで支え育む
公共交通の実現

３

都市の
レジリエンス

の強化

脱炭素社会
(ゼロカーボンシティ)

の実現

市民生活の質や都市の持続可能性を高める
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施施策策のの方方向向性性とと役役割割分分担担  

 

（１）施策の方向性 

基本方向である「①誰もが利用しやすい公共交通サービスの提供」「②公共交通の経営の健全化・

安定化」「③みんなで支え育む公共交通の実現」に取り組むためには、以下の３つの方向性が不可

欠となります。 

 

① 持続可能な公共交通ネットワークの構築（階層化） 

公共交通全体の経営状況が厳しいことに加え、路線バスを中心に運転手不足や車両の老朽化が

深刻化している中で、利用者利便の向上を図りながら将来にわたって公共交通ネットワークを維

持・拡充していく必要があります。 

したがって、利用しやすく、効率的で安定的な運行サービスを提供するため、路線を階層化し、

限られた供給力（車両・運転手）を需要に応じて適切に配分するとともに、供給力の維持向上を

図ります（図 3-2）。 

階層化した将来ネットワークの実現に向けては、階層ごとに維持すべきサービス水準と官民の

役割分担を明示し、路線の再編を推進します（表 3-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

幹 線都 心 支 線
生活交通

居住誘導区域
(立地適正化計画)

都心
拠点

提供サービス
確保すべき
サービス水準

モード
需
要

区間階層

事業者間で連携しながらも、各社
が効率的で利便性の高い運行
サービスを提供

・15分に1本を目指す
（最低30分に1本）
・大量輸送
・速達性確保
・結節機能強化

路面電車
路線バス

大

都心内都心

JR
路線バス

主に都心と
拠点の間

幹線

幹線とのシームレスな接続と、地域
の拠点や生活関連施設までの運
行サービスを提供

・1時間に1本程度
・ピーク時間帯も運行
・車両小型化
・幹線との接続

路線バス
（小型化）

中
地域生活圏
と身近な拠点

支線

地域が主体となり、事業者と連携し、
住民ニーズに対応したきめ細かい
運行サービスを提供

・面的な運行
・きめ細かい運行
（地域ニーズ対応）

・幹線、支線との接続

デマンド交通・
自家用有償運送

小
公共交通
不便地域

生活
交通

居住誘導
区域

図 3-2 路線の階層化イメージ 

表 3-1 階層化によるサービス水準と役割分担（案） 
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１便あたりの平均利用者数が 10名未満となるなど、需要が比較的小さい区間（図 3-3）や時間帯の

便については、「支線」に分割した上で車両を小型化（ワゴンタイプ等）し、運行経費を抑制するとと

もに、普通２種免許での運行を可能とすることで、運転手不足の解消に対応します。また、大型車両

では運行が困難であったエリアも含め、地域の生活関連施設等への路線延伸など、利便性の向上を図

ります。 

都心部

 

 

 

都心と周辺部の拠点の間の「幹線」の沿線は、立地適正化計画の居住誘導区域が設定されているた

め、その条件となっている「片道概ね30分に１本程度」のサービス水準を確保しつつ、階層化に伴う

供給力（大型車両、大型２種免許運転手）の充当により、「片道概ね 15分に１本程度」の高頻度運行

を目指します（図 3-4）。 

都心部

 

 図 3-4 鉄道・路面電車・路線バスの便数と居住誘導区域 

図 3-3 路線バスの１便あたり平均利用者数 
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② 利用しやすい運賃体系の構築 

コロナ禍や燃料費高騰の影響もあり、公共交通の経営がより一層厳しい状況となる中、運賃の

見直しを行う事例が全国で増加しています。 

一方、市民に継続して利用してもらえる公共交通サービスを実現するためには、利用しやすい

運賃体系の構築が必要不可欠です。 

このことを踏まえ、IC カードシステム等の決済環境の利便性向上とあわせて、わかりやすく、

利用しやすい運賃体系を新たに構築することにより、公共交通利用への抵抗感を軽減し、利用促

進を図るとともに、事業の安定化を目指します。 

具体には、初乗り及び中心部の運賃については、他都市と比較して低廉であるため、利用者の

許容価格の範囲内での見直しを検討します。また、中・長距離の区間運賃は、ゾーン制や均一制

など、わかりやすく、利用しやすい運賃設定への変更を検討します。 

その上で、乗り継ぎ割引や金額式定期券の導入等により、路線間や事業者間、交通モード間で

の乗り継ぎに対するシームレスな運賃体系の構築を目指します。 

 

③ 事業者間と官民の連携による利用環境・業務環境の改善 

公共交通の利用促進を図る上で、利用者目線に立った利用環境の向上は不可欠であり、特に９

社の交通事業者により運行される路線バスについては、路線が複雑に重なっており、また ICカー

ド利用や遅れ状況等の運行情報の提供等のサービスが各社で異なるなど、統一的でわかりやすい

利用環境の整備が求められます。 

また、運行計画や利用促進策の立案、運行情報の提供、運行管理、ダイヤ改正等の広報、運転

手の採用・研修、電話応対、定期券等の発券など、公共交通を運行するために必要な各種業務に

ついても、各社で運用や設備・システムが異なっており、厳しい経営状況と慢性的な人手不足の

中では、岡山市全体として公共交通の事業運営の効率化を図る必要があります。 

このことから、公共交通の各種サービス及び業務について、事業者間での統合・共有・共通化

に取り組むことで、公共交通を利用しやすい環境づくりとともに、業務の効率化を推進します。 

⚫ 利用しやすく、効率的で安定的な運行サービスを提供するため、
路線を階層化し、限られた供給力（車両・運転手）を適切に配分
するとともに、供給力の維持向上を図る

⚫ 階層化した将来ネットワークの実現に向け、階層ごとに維持すべ
きサービス水準と官民の役割分担を明示し、路線の再編を推進

⚫ 初乗り・中心部は見直し（利用者の許容範囲内）
⚫ 中・長距離は、分かりやすい運賃に変更（ゾーン制又は均一制）
⚫ 乗り換えに対するシームレスな運賃体系（路線間、事業者間、モ
ード間）

⚫ 事業者間連携により、情報提供の一元化やシステムの統合・共有
などによる利便性の向上と業務の効率化を図る

⚫ 岡山市は、路線の新設・再編、運行業務の統合等の効率化に係る
施設整備・設備投資・運営に対する支援を実施

⚫ また、運転手確保に資する取り組みへの支援を実施

誰もが利用しやすい
公共交通サービス

の提供

公共交通の経営の
健全化・安定化

基本方向

１

２

施策の方向性

みんなで支え育む
公共交通の実現

３

①持続可能な公共交通ネットワークの構築（階層化）

③事業者間と官民の連携による利用環境・業務環境の改善

②利用しやすい運賃体系の構築

利用者数
の増加

経営
の改善

利便性
の向上

運行
の効率化

 

図 3-5 基本方向と施策の方向性 
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（２）岡山市立地適正化計画との連携 

都市計画と公共交通計画との両輪で「コンパクトでネットワーク化された都市づくり」を推進す

るため、岡山市立地適正化計画（令和３年３月策定）では、長期的な視点で公共交通沿線に居住を

誘導するための居住誘導区域を設定しています（図 3-6、図 3-7）。 

居住誘導区域は、駅周辺や運行本数が概ね 30本/日以上（片道）のバス路線沿線に設定しており、

将来的にわたって一定のサービス基準で公共交通を維持すべき区域となっています（図 3-7、図 3-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域の設定

・都心及び各拠点の徒歩圏域

⇒都心の境界及び各拠点の中心から800ｍ圏

・利便性の高い公共交通沿線の徒歩圏域

⇒鉄道駅から800ｍ圏及び路面電車の電停から
300ｍ圏

⇒運行本数（片道）概ね30本/日以上のバス路
線の道路両端から300ｍの区域

・良好な居住環境が形成されている区域の公共
交通沿線の徒歩圏域

⇒土地区画整理事業などによる基盤整備区域
のうち、バス路線の道路両端から300ｍの区
域

都市機能誘導区域の設定

・都心及び各拠点に、都市機能誘導区域を設定

・都市拠点は拠点中心からの徒歩圏域に、地域
拠点は区域全体が徒歩圏域となるように区域
を設定

⇒都心（中心市街地）の区域

⇒都市拠点の中心から800ｍ圏

⇒地域拠点の中心から400ｍ圏

長期的な視点で公共交通沿線へ
居住人口を誘導する区域

⇒将来的にも一定のサービス水準で
公共交通を維持すべき区域

 

 

図 3-6 公共交通を軸とした密度の高いまとまりのある都市空間イメージ 

➢ 都市機能や居住を誘導する区域を定め、
一定の人口密度を維持するとともに、必
要な都市機能を確保し、それらの区域を
公共交通ネットワークで結ぶことによ
り、人口減少・超高齢社会においても、
若年者から高齢者まで歩いて健康に暮ら
すことができるなど、生活の質が高く活
力あふれる持続可能な都市を目指しま
す。 

 
➢ 人口減少が想定される中、一定の人口密

度を保つ適正な市街地規模を維持する観
点から、低密度な市街地の拡散を防止す
るとともに、中山間地などの集落地域の
活性化を図り、市全体として、持続的に
発展する都市を目指します。 

 

岡山市立地適正化計画の基本方針 

図 3-7 都市機能誘導区域と居住誘導区域 
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乗
車
人
数
（
人
／
日
）

バス停300m圏の人口密度（人／ha）

便数(片道30本以上）

便数(片道30本未満）

300m圏の人口密度が40人/ha以上のバス停は、
片道30本（30分に1本）以上になると、
１日の乗車人数が50人以上になりやすい

（データ）
⚫ R5.3月～7月のICカード実績のうち、最も
利用の多かった１週間（5月第5週）の平
日（月～金）の１日平均値

⚫ 現金の利用者数について、ICカード利用
率で割り戻した数値
※ICカード利用率は、R5.3月に実施した岡
山駅東口でのカウント調査に基づき、乗
り場別ICカード利用率を当該乗り場を発
着する系統に適用（会社別、方面別のIC
カード利用率の差異を反映）

乗
車
人
数
（

人
／
日

）

バス停３００ｍ圏の人口密度（人／ha）

便数（片道30本以上）

便数（片道30本未満）

片道30本（30分に1本）未満のバス停は
圏域人口が多くても乗車人数は少ない
（乗車人数の平均値：12人／日）

 

 

 

（３）都市活動やまちづくりとの連携 

施策の実施にあたっては、市街地再開発や新庁舎整備等の都市開発の動きや、芝生化した下石井

公園を中心とした西川緑道公園筋、歩道を拡幅したハレまち通り、令和５年９月にグランドオープ

ンした岡山芸術創造劇場「ハレノワ」、令和４年 11月にリニューアルした岡山城等におけるにぎわ

い創出のための取組など、様々な都市活動やまちづくりとの連携を図ります（図 3-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 都心部におけるまちづくりの動向 

図 3-8 バス停の便数・圏域人口・利用者数の関係 

街を楽しむ

あくら通り

県庁

柳
川
筋

市役所

市街地再開発事業の促進

岡山城

市内外から様々な人が集う、回遊性が高く、居心地のよい、歩いて楽しめるまちづくり

西川魅力
賑わい創出

居心地よい空間づくり
（下石井公園）

岡山城
主要部
跡地整備
の推進

ハレまち通り

旭川かわまちづくり

商店街の活性化・魅力向上

緑のボリュームアップ

旭川河畔の賑わい

「歴史を伝える城、集う城」
岡山城の活用

岡山芸術創造劇場ハレノワ

後楽園

岡山駅

シンフォニー
ホール

桃太郎大通り

奉還町商店街

岡山駅前商店街

新庁舎整備



第３章 計画の目標と基本方針 

41 

第

１

章

第

２

章

第

３

章

第

４

章

第

５

章

参

考

資

料

 

（４）他分野との連携・共創 

千種地区で運行中のデマンド型乗合タクシー「モモタク」では、放課後児童クラブに通う小学生

の帰宅時にあわせたダイヤを設定するなど、地元検討組織（児童クラブ含む）と事業者が地域の様々

なニーズを把握し、高齢者の買い物・通院等の移動手段としてだけではなく、幅広い層に利用して

もらえるよう、きめ細かい運行サービスが提供されています（図 3-10）。 

このように、新たな利用者の開拓やまちの活力・魅力度向上のためには、様々なステークホルダ

ーと能動的に連携するなど、従来とは異なる発想で取り組むことも重要であり、また、運転手不足

が深刻化する中では、限られた輸送力を最大限活用していく必要があります。 

そのため、スクールバスや福祉有償運送等を含めた輸送資源の総動員による移動手段の確保など、

教育・福祉・物流・観光・まちづくりといった分野横断型の輸送サービスのあり方について検討し

ます（図 3-11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エリア一括協定運行事業＞         ＜共創モデル実証プロジェクト＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 様々なステークホルダーの連携により提供する輸送サービス事業の例 

⚫放課後児童クラブの小学生が利用
できる時間帯にダイヤ設定

⚫多い月で約20名の小学生が帰宅時
に利用（保護者が児童クラブと連
携し事前予約）

⚫児童クラブを構成員に含む地元検
討組織と運行事業者が地域ニーズ
にきめ細かく対応

図 3-10 千種地区デマンド型乗合タクシー「モモタク」と児童クラブの連携 

出典：国土交通省 
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（５）役割分担 

これらの方向性で施策を推進する上で、事業者、市民・利用者、岡山市の３者が協働・連携する

中で、下記のそれぞれの役割を果たすことが求められます。 

 

① 事業者 

公共交通の社会的役割を認識しつつ、都市全体の公共交通システムの最適化を目指し、利便

性の高い公共交通サービスを安定的に提供する 

   ・利用者目線に立った質の高いサービスの提供 

   ・事業の効率化・合理化 

   ・利用しやすい運賃体系の構築 

   ・技術開発や利便性向上への投資               等 

 

② 市民・利用者 

施策への協力・連携と積極的な公共交通利用により、主体性を持って公共交通を支える 

   ・積極的に公共交通を利用する 

   ・移動手段の確保（生活交通等）について主体的に取り組む   等 

 

③ 岡山市 

利用しやすい持続可能な公共交通の実現に向け、主導的に取組を推進するとともに、具体的

な支援を実施する 

   ・利用環境の向上及び運行業務の改善・効率化に係る施設整備、施設投資、運営等に対す

る支援・連携の推進 

   ・運転手確保に資する取組への支援 

   ・フィーダー交通（生活交通等）の確保 

・まちづくり等他分野や周辺市町との連携           等 


